
 

 

 

平成25年度（2013年度） 

豊郷町財務書類 
（要約版） 

 

～基準モデル～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務企画課 



目  次 
 

Ⅰ 発生主義・複式簿記による財務４表 
１ 概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

２ 対象となる会計等の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 

Ⅱ 本町の財務書類４表 
１ 貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

２ 行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

３ 純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

４ 資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

５ 住民１人あたりの財務４表 

(1)貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

(2)行政コスト計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

(3)純資産変動計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

(4)資金収支計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

６ 財務４表の前年度比較 

(1)貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

(2)行政コスト計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

(3)純資産変動計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

(4)資金収支計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 

Ⅲ 本町の各種比率 

１ 世代間公平性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

２ 持続可能性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

３ 資産形成度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

４ 弾力性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

５ 効率性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

６ 自律性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

 

Ⅳ 資料編 

 

１ 豊郷町財務４表（普通会計）・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

２ 注記事項（普通会計）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30 

３ 附属明細書（普通会計）・・・・・・・・・・・・・・・・・ 32 

４ 豊郷町財務４表（単体）・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36 

５ 注記事項（単体）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 41 

６ 附属明細書（単体）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 

７ 豊郷町財務４表（連結）・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48 

８ 注記事項（連結）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53 

 

 



- 1 - 

 

Ⅰ 発生主義・複式簿記による財務４表 
 

１ 概要 

わが町における公会計は、基準モデルによる財務４表を作成しています。 

 

平成25年度は基準モデル導入６年目でありスムーズに財務４表を完成させるこ

とができました。 

 

また、基準モデルに基づく発生主義・複式簿記による財務４表の３年間の経年

比較が可能であり、増減額の把握による今後の行財政運営の合理化へ向けて効果

的な会計資料であるといえます。 

 

次の段階としては、これらの財務４表を分析し、行政改革・予算編成・資産管

理などに活用し、健全で自律的な自治体運営に役立てていくことが最も必要な事

であり、公会計改革の最終目的であると考えています。 

 

２ 対象となる会計の範囲 

財務書類４表をそれぞれ普通会計、単体および連結ベースで作成しています。

その区分などは以下のとおりです。 

 

連
結
ベ
ー
ス 

※ 

単
体
ベ
ー
ス 

普通会計 一般会計 

事業会計 

 

下水道事業特別会計、簡易水道事業特別会

計、国民健康保険事業会計、老人保健医療事

業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高

齢者医療事業特別会計 

 

 

一部事務組合 

広域連合 

 

彦根市犬上郡営林組合、湖東広域衛生管理組

合、彦根愛知犬上広域行政組合、滋賀県後期

高齢者医療広域連合 

 

 

※ 関係する一部事務組合等については、重要性の観点から、本町の純資産

の持ち分額が1,000万円を超える団体を連結対象としています。 
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Ⅱ 本町の財務書類４表 
 

１ 貸借対照表 

 

左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」と「純資産」に分け

て対照的に表示したもので、年度末時点（平成26年３月31日時点）での財産・負

債状況をあらわしています。 

 

資 産… 預金、土地、建物、車両、貸付金や基金など、町が保有している全

ての財産のことです。 

また、事業用資産とは、公共サービスに供されている資産で、例

えば学校や公営住宅などがあり、インフラ資産とは、道路・公園など

の社会基盤となる資産をいいます。 

 

負 債… 地方債などの債務のほか、現在勤務職員に対する将来の退職金など、

将来の負担になるもののことです。 

 

純資産… 現在までの世代や、国・県が支出した資産取得のための財産で、将

来返済しなくてもよい財産のことです。 

（算式では資産－負債＝純資産となります。） 

 

 

 

貸借対照表 

（平成26年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 普通 単体 連結 負債の部 普通 単体 連結 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,340 

177 

3,163 

278 

2,885 

15,309 

10,284 

10,195 

89 

5,026 

3,661 

213 

3,448 

367 

3,082 

23,116 

10,291 

10,196 

95 

12,824 

3,810 

254 

3,555 

367 

3,189 

23,466 

10,641 

10,547 

95 

12,824 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

453 

354 

36 

64 

2,589 

1,971 

602 

17 

661 

559 

39 

64 

6,198 

5,580 

602 

17 

664 

560 

40 

64 

6,220 

5,583 

620 

17 

負債合計 3,043 6,859 6,883 

純資産合計 15,607 19,917 20,392 

資産合計 18,649 26,777 27,275 負債・純資産合計 18,649 26,777 27,275 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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２ 行政コスト計算書 

 

１年間の行政活動のうち、福祉サービスや人的サービスなどの、資産形成にな

らない経費から、その財源となる使用料や手数料等の収入を差し引いたコスト計

算書です。 

 

人  件  費… 職員給与や議員報酬、退職給付費用（職員が１年間勤務した

ことにより増加した将来の退職金額）など 

 

物  件  費… 消耗品費、施設の修繕維持費、減価償却費など 

 

経    費… 業務委託費、使用料、手数料など 

 

業務関連費用… 地方債償還利子、関係団体への支出など 

 

移 転 支 出… 補助金や社会保障経費など 

 

 

行政コスト計算書 

  （平成25年４月１日～平成26年３月31日）               （単位：百万円） 

経常費用 
普通 単体 連結 

3,331 4,533 5,431 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

889 

822 

67 

573 

312 

261 

489 

395 

94 

45 

37 

8 

1,335 

479 

422 

434 

0 

956 

889 

67 

599 

315 

284 

539 

441 

98 

146 

125 

21 

2,292 

0 

1,850 

434 

8 

986 

919 

67 

707 

348 

358 

560 

441 

119 

146 

125 

21 

3,032 

0 

1,683 

1,341 

8 

経常収益 184 429 910 

使用料・手数料等 184 429 910 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
3,147 4,105 4,251 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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３ 純資産変動計算書 

 

純資産（現在までの世代や国・県が負担したもの）の１年間の増減をあらわ

しています。 

財 源 の 使 途… 町税などの一般財源や、国・県からの補助金をど

のように使ったかをあらわしています。 

 

財 源 の 調 達… 調達した財源の内訳をあらわしています。 

 

固 定 資 産 の 変 動… 学校や道路、公園などの社会資本の取得に伴う

増加額と、過去に取得した社会資本の経年劣化に

よる減少額との差額をあらわしています。 

 

長 期 金 融 資 産 の 変 動… 基金、貸付金や出資金など長期金融資産の増減

をあらわしています。 

 

評価・換算差額等の変動… 固定資産や長期金融資産の評価益と評価損の差額

をあらわしています。 

 

純資産変動計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
普通 単体 連結 

15,620 19,856 20,339 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

△174 

4,277 

3,147 

510 

498 

122 

4,103 

1,033 

0 

2,222 

848 

△21 

5,689 

4,105 

620 

602 

361 

5,667 

1,033 

303 

3,191 

1,140 

△23 

6,105 

4,521 

620 

602 

362 

6,083 

1,041 

303 

3,599 

1,140 

２ 資産形成充当財源変動の部 487 639 639 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

397 

91 

0 

494 

145 

0 

494 

145 

0 

３ その他の純資産変動の部 △327 △557 △564 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△327 

0 

△557 

0 

△557 

△7 

当期純資産変動額 △14 61 53 

期末純資産残高 15,607 19,917 20,392 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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４ 資金収支計算書 

 

１年間の資金の増減を表示したもので、どのような活動にいくらの資金が必要

であったかをあらわすものです。 

 

経常的収支… 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるも

のをあらわしています。 

 

資本的収支… 学校や道路などの資産形成や、投資、貸付金などに係る収入、

支出をあらわしています。 

 

財務的収支… 町債や借入金などの収入、支出をあらわしています。 

 

 

 

資金収支計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
普通 単体 連結 

544 934 963 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

2,910 

3,454 

4,021 

4,955 

4,889 

5,852 

２ 資本的収支 △573 △738 △750 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

986 

413 

1,201 

463 

1,219 

469 

３ 財務的収支 △88 △312 △313 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

351 

263 

630 

318 

613 

318 

当期資金収支額 △118 △116 △100 

期首資金残高 295 328 354 

期末資金残高 177 213 254 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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５ 住民１人あたりの財務書類４表 

 

 

 

※平成26年３月31日現在の人口 

7,358人 

 

(1)住民１人あたりの貸借対照表  

 

 

 

貸借対照表(住民１人あたり) 

（平成26年３月31日現在）                          （単位：千円） 

資産の部 普通 単体 連結 負債の部 普通 単体 連結 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

454 

24 

430 

38 

392 

2,081 

1,398 

1,386 

12 

683 

498 

29 

469 

50 

419 

3,142 

1,399 

1,386 

13 

1,743 

518 

35 

483 

50 

433 

3,189 

1,446 

1,433 

13 

1,743 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

62 

48 

5 

9 

352 

268 

82 

2 

90 

76 

52 

9 

842 

758 

82 

2 

90 

76 

5 

9 

845 

759 

84 

2 

負債合計 414 932 935 

純資産合計 2,121 2,707 2,771 

資産合計 2,535 3,639 3,707 負債・純資産合計 2,535 3,639 3,707 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(2)住民１人あたりの行政コスト計算書 

 

 

 

行政コスト計算書(住民１人あたり) 

   （平成25年４月１日～平成26年３月31日）               (単位：千円) 

経常費用 
普通 単体 連結 

453 616 738 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

121 

112 

9 

78 

42 

35 

66 

54 

13 

6 

5 

1 

181 

65 

57 

59 

0 

130 

121 

9 

81 

43 

39 

73 

60 

13 

20 

17 

3 

312 

0 

251 

59 

1 

134 

125 

9 

96 

47 

49 

76 

60 

16 

20 

17 

3 

412 

0 

229 

182 

1 

経常収益 25 58 124 

使用料・手数料等 25 58 124 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
428 558 614 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(3)住民１人あたりの純資産変動計算書 

 

 

 

純資産変動計算書(住民１人あたり) 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）              （単位：千円） 

期首純資産残高 
普通 単体 連結 

2,123 2,699 2,764 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

△24 

581 

428 

69 

68 

17 

558 

140 

0 

302 

115 

△3 

773 

558 

84 

82 

49 

770 

140 

41 

434 

155 

△3 

830 

614 

84 

82 

49 

827 

141 

41 

489 

155 

２ 資産形成充当財源変動の部 66 87 87 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

54 

12 

0 

67 

20 

0 

67 

20 

0 

３ その他の純資産変動の部 △44 △76 △77 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△44 

0 

△76 

0 

△76 

△1 

当期純資産変動額 △2 8 7 

期末純資産残高 2,121 2,707 2,771 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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(4)住民１人あたりの資金収支計算書 

 

 

 

資金収支計算書(住民１人あたり) 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）                （単位：千円） 

１ 経常的収支 
普通 単体 連結 

74 127 131 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

396 

469 

546 

673 

664 

795 

２ 資本的収支 △78 △100 △102 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

134 

56 

163 

63 

166 

64 

３ 基礎的財務的収支 △12 △42 △43 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

48 

36 

86 

43 

86 

43 

当期資金収支額 △16 △16 △14 

期首資金残高 40 45 48 

期末資金残高 24 29 35 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 
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６ 財務４表の前年度比較 

 

(1)貸借対照表 

 

① 普通会計 

 

貸借対照表 

（平成26年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 25年度 24年度 差引 負債の部 25年度 24年度 差引 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,340 

177 

3,163 

278 

2,885 

15,309 

10,284 

10,195 

89 

5,026 

3,384 

295 

3,089 

306 

2,784 

15,240 

10,117 

10,003 

113 

5,123 

△45 

△118 

74 

△27 

101 

70 

167 

191 

24 

△98 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

453 

354 

36 

64 

2,589 

1,971 

602 

17 

284 

208 

35 

41 

2,720 

2,181 

534 

5 

169 

146 

1 

22 

△130 

△210 

67 

12 

負債合計 3,043 3,004 39 

純資産合計 15,607 15,620 △14 

資産合計 18,649 18,624 25 負債・純資産合計 18,649 18,624 25 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。 

 

 

 

 

② 単体会計 

 

貸借対照表 

（平成26年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 25年度 24年度 差引 負債の部 25年度 24年度 差引 

１ 金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

２ 非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,661 

213 

3,448 

367 

3,082 

23,116 

10,291 

10,196 

95 

12,824 

3,635 

328 

3,306 

380 

2,926 

23,178 

10,127 

10,006 

122 

13,051 

26 

△116 

142 

△13 

155 

△63 

164 

191 

△27 

△227 

１ 流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

２ 非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

661 

559 

38 

64 

6,198 

5,580 

602 

17 

478 

399 

38 

41 

6,479 

5,940 

534 

5 

183 

160 

1 

22 

△281 

△360 

67 

12 

負債合計 6,859 6,957 △98 

純資産合計 19,917 19,856 61 

資産合計 26,777 26,813 △36 負債・純資産合計 26,777 26,813 △36 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

貸借対照表 

（平成26年３月31日現在）                         （単位：百万円） 

資産の部 25年度 24年度 差引 負債の部 25年度 24年度 差引 

1.金融資産 

(1)資金 

(2)金融資産 

 ①債権 

 ②投資等 

2.非金融資産 

(1)事業用資産 

 ①有形固定資産 

 ②無形固定資産 

(2)インフラ資産 

3,810 

254 

3,555 

366 

3,189 

23,466 

10,641 

10,547 

95 

12,824 

3,764 

349 

3,415 

380 

3,035 

23,554 

10,503 

10,382 

122 

13,051 

46 

△94 

140 

△13 

154 

△88 

138 

165 

△27 

△227 

1.流動負債 

(1)地方債(短期) 

(2)引当金 

(3)その他 

2.非流動負債 

(1)地方債 

(2)引当金 

(3)その他 

664 

560 

40 

64 

6,220 

5,583 

620 

17 

481 

400 

40 

41 

6,503 

5,944 

555 

5 

183 

160 

1 

22 

△284 

△361 

66 

12 

負債合計 6,883 6,984 △101 

純資産合計 20,392 20,334 59 

資産合計 27,275 27,318 △42 負債・純資産合計 27,275 27,318 △42 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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(2)行政コスト計算書 

 

① 普通会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成25年４月１日～平成26年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
25年度 24年度 差引 

3,331 3,055 276 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

889 

822 

67 

573 

312 

261 

489 

395 

94 

45 

37 

8 

1,335 

479 

422 

434 

0 

811 

826 

△15 

519 

296 

224 

479 

406 

73 

49 

42 

7 

1,195 

412 

346 

437 

0 

78 

△4 

82 

53 

16 

37 

9 

△11 

20 

△4 

△5 

1 

140 

67 

76 

△3 

0 

経常収益 184 172 12 

使用料・手数料等 184 172 12 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
3,147 2,882 264 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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② 単体会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成25年４月１日～平成26年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
25年度 24年度 差引 

4,533 4,244 290 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

956 

889 

67 

599 

315 

284 

539 

441 

98 

146 

125 

21 

2,292 

0 

1,850 

434 

8 

878 

893 

△15 

550 

299 

251 

515 

435 

80 

158 

135 

24 

2,142 

0 

1,698 

437 

6 

78 

△4 

82 

50 

16 

33 

24 

6 

18 

△13 

△10 

△3 

150 

0 

152 

△3 

2 

経常収益 429 421 7 

使用料・手数料等 429 421 7 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
4,105 3,823 282 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

行政コスト計算書 

   （平成25年４月１日～平成26年３月31日）              （単位：百万円） 

経常費用 
25年度 24年度 差引 

5,431 5,090 342 

１ 人件費 

 (1)人件費 

 (2)退職給付費用 

２ 物件費 

 (1)減価償却費 

 (2)その他 

３ 経費 

 (1)委託費 

 (2)その他 

４ 業務関連費用 

 (1)公債費（利払） 

 (2)その他 

５ 移転支出 

 (1)他会計への移転支出 

 (2)補助金等移転支出 

 (3)社会保障関連等移転支出 

 (4)その他 

986 

919 

67 

707 

348 

358 

560 

441 

119 

146 

125 

21 

3,032 

0 

1,683 

1,341 

8 

916 

926 

△10 

658 

333 

325 

523 

435 

88 

159 

135 

24 

2,835 

0 

1,515 

1,313 

6 

70 

△6 

76 

49 

16 

33 

38 

6 

31 

△13 

△10 

△3 

198 

0 

168 

28 

2 

経常収益 910 881 29 

使用料・手数料等 910 881 29 

純経常費用 

（経常費用 － 経常収益） 
4,521 4,209 312 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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(3)純資産変動計算書 

 

① 普通会計 

 

純資産変動計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
25年度 24年度 差引 

15,620 15,516 104 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

△174 

4,277 

3,147 

510 

498 

122 

4,103 

1,033 

0 

2,222 

848 

175 

3,608 

2,882 

270 

335 

121 

3,783 

1,010 

0 

2,097 

676 

△349 

668 

264 

240 

163 

1 

320 

24 

0 

124 

172 

２ 資産形成充当財源変動の部 487 257 231 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

397 

91 

0 

176 

81 

0 

221 

10 

0 

３ その他の純資産変動の部 △327 △328 0 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△327 

0 

△328 

0 

0 

0 

当期純資産変動額 △14 104 △118 

期末純資産残高 15,607 15,620 △14 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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② 単体会計 

 

純資産変動計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
25年度 24年度 差引 

19,856 19,716 141 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

△21 

5,689 

4,105 

620 

602 

361 

5,667 

1,033 

303 

3,191 

1,140 

299 

4,970 

3,823 

427 

365 

356 

5,269 

1,010 

295 

3,014 

950 

△320 

718 

282 

193 

238 

5 

398 

24 

7 

177 

190 

２ 資産形成充当財源変動の部 639 399 240 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

494 

145 

0 

325 

74 

0 

169 

71 

0 

３ その他の純資産変動の部 △557 △557 0 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△557 

0 

△557 

0 

0 

0 

当期純資産変動額 61 141 △79 

期末純資産残高 19,917 19,856 61 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

純資産変動計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）             （単位：百万円） 

期首純資産残高 
25年度 24年度 差引 

20,339 20,196 144 

１ 財源変動の部 

(1)財源の使途 

 ①純経常費用への財源措置 

 ②固定資産形成への財源措置 

 ③長期金融資産形成への財源措置 

 ④その他 

(2)財源の調達 

 ①税収 

 ②社会保険料 

 ③移転収入 

 ④その他 

△23 

6,105 

4,521 

620 

602 

362 

6,083 

1,041 

303 

3,599 

1,140 

309 

5,363 

4,209 

442 

374 

339 

5,672 

1,017 

295 

3,397 

962 

△332 

742 

312 

179 

228 

23 

410 

24 

7 

201 

178 

２ 資産形成充当財源変動の部 639 389 251 

(1)固定資産の変動 

(2)長期金融資産の変動 

(3)評価・換算差額等の変動 

494 

145 

0 

305 

84 

0 

189 

61 

0 

３ その他の純資産変動の部 △564 △560 △4 

(1)開始時未分析残高の増減 

(2)その他 

△557 

△7 

△557 

△2 

0 

△4 

当期純資産変動額 53 138 △85 

期末純資産残高 20,392 20,334 59 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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(4)資金収支計算書 

 

① 普通会計 

 

資金収支計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
25年度 24年度 差引 

544 547 △4 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

2,910 

3,454 

2,726 

3,274 

184 

140 

２ 資本的収支 △573 △341 △232 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

986 

413 

601 

260 

386 

153 

３ 財務的収支 △88 △198 110 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

351 

263 

401 

203 

△50 

△60 

当期資金収支額 △118 8 △127 

期首資金残高 295 286 8 

期末資金残高 177 295 △118 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  

 

 

 

② 単体会計 

 

資金収支計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
25年度 24年度 差引 

934 915 19 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

4,021 

4,955 

3,821 

4,736 

200 

219 

２ 資本的収支 △738 △492 △246 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

1,201 

463 

788 

296 

413 

167 

３ 財務的収支 △312 △417 105 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

630 

318 

704 

287 

△74 

30 

当期資金収支額 △116 7 △123 

期首資金残高 328 321 7 

期末資金残高 213 328 △116 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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③ 連結会計 

 

資金収支計算書 

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）               （単位：百万円） 

１ 経常的収支 
25年度 24年度 差引 

963 959 5 

 (1)経常的支出 

 (2)経常的収入 

4,889 

5,582 

4,629 

5,587 

260 

62 

２ 資本的収支 △750 △510 △240 

 (1)資本的支出 

 (2)資本的収入 

1,219 

469 

806 

296 

413 

173 

３ 財務的収支 △313 △432 118 

 (1)財務的支出 

 (2)財務的収入 

631 

318 

719 

287 

△88 

30 

当期資金収支額 △100 17 △117 

期首資金残高 354 332 23 

期末資金残高 254 349 △94 

※表示単位未満を四捨五入している関係上、合計が合わないことがあります。  
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Ⅲ 本町の各種比率  

 
１ 世代間公平性… 現役世代と将来世代との負担のバランスは適正か 

 

（１）純資産比率… 総資産のうち、正味の資産、いわゆる住民の持分割合をあ

らわします。この比率が高いほど財政状況が健全であると

いえます。 

 

純資産比率 年度 普通 単体 連結 

純資産 / 資産合計 
平成24年度 83.9% 74.1% 74.4% 

平成25年度 83.7% 74.4% 74.8% 

 

※ 純資産… 資産－負債 

 

 

（２）将来世代負担比率… 資産に投下された地方債などの将来世代の負担割合

をあらわします。この比率が高いほど将来世代への

先送り債務が多いといえます。 

 

将来世代負担比率 年度 普通 単体 連結 

地方債残高 / 公共資産＋投資等 
平成24年度 14.4% 25.7% 25.3% 

平成25年度 14.1% 25.0% 24.6% 

 

※ 公共資産＋投資等… 土地・建物などの固定資産で長期に利用するものと出資金や基

金・積立金（財政調整基金・減債基金を除く）の合計 

 

 

２ 持続可能性（健全性）… 財政に持続可能性があるか（どれほど借金がある

か） 

 

（１）住民一人当たり負債額 

 

住民一人当たり負債額 年度 普通 単体 連結 

負債合計 / 住民人口 

平成24年度 411千円 953千円 957千円

平成25年度 410千円 924千円 927千円
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（２）実質純資産比率… 資産のうち、インフラ資産の価値をゼロと考えたとき

の純資産比率。この比率が高いほど財政状態が健全で

あるといえます。 

 

実質純資産比率 年度 普通 単体 連結 

純資産－インフラ資産 / 資産合計 

平成24年度 77.8% 49.5% 51.1% 

平成25年度 77.7% 50.8% 52.4% 

 

※ インフラ資産… 道路、公園など売却ができない資産 

 

 

（３）流動比率… 今後１年間の支払い予定額のうち、どれくらいの資金が準備

されているかをあらわします。この比率が100%をきると、新

規地方債の発行や次年度の収入より資金を充当せねばならず、

資金繰りが厳しい状態を意味します。 

 

流動比率 年度 普通 単体 連結 

資金＋財政調整基金 / 流動負債 

平成24年度 517.9% 315.2% 328.3% 

平成25年度 343.5% 241.1% 254.7% 

 

※ 財政調整基金… 著しい経済事情の変動、災害復旧、地方債の繰上償還、その他の事情

による財源の不足を補うための基金 
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３ 資産形成度… 将来世代に残る資産はどれくらいあるのか 

 

（１）住民一人当たり資産額 

 

住民一人当たり資産額 年度 普通 単体 連結 

資産合計 / 住民人口 

平成24年度 2,551千円 3,673千円 3,742千円

平成25年度 2,511千円 3,605千円 3,672千円

 

 

（２）資産老朽化比率… 有形固定資産のうち、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているかをあらわしています。 

この比率が高いほど、資産の老朽化が進んでいると

いえます。 

 

資産老朽化比率 年度 普通 単体 連結 

有形固定資産 /  

有形固定資産-土地＋公共財産施設

＋減価償却累計額 

平成24年度 41.6% 36.7% 36.6% 

平成25年度 42.6% 38.1% 38.1% 

 

※ 有 形 固 定 資 産… 事業用資産（売却可能な資産）のうちソフトウェアなどの無形固定

資産と棚卸資産を除いたもの 

公 共 財 産 施 設… 下水道、公園などの売却することができない資産 

減価償却累計額… 投下した金額をその耐用年数期間内で費用化したものの累計額 

 

 

４ 弾力性… 資産形成を行う余裕はどれくらいあるのか 

 

（１）固定比率… 住民からの直接収入が、どれくらい過去の資産形成の影響を

受けているか、政策遂行の自由度をあらわしています。 

この比率が低いほど、政策の多面的展開が可能になります。 

 

固定比率 年度 普通 単体 連結 

総減価償却費＋想定地代 

 / 税収＋経常収益 

平成24年度 39.9% 49.1% 38.8% 

平成25年度 40.0% 49.5% 38.8% 

 

※ 想定地代… 土地×公債利子率×純資産比率 

  総減価償却費＋想定地代… 所有する社会資本の単年度あたりの使用料といえる 
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５ 効率性… 行政サービスは効率的に提供されているのか 

 

（１）住民一人当たり純経常費用… 地方公共団体の経常的な行政活動の効率性

をあらわしています。少ないほど良いとさ

れています。 

 

住民一人当たり純経常費用 年度 普通 単体 連結 

総経常費用 / 住民人口 

平成24年度 395千円 524千円 576千円 

平成25年度 424千円 553千円 609千円 

 

 

（２）住民一人当たり人件費… 純行政コストの中で大きな影響を及ぼしている

のが人件費です。コスト見直しを行う上で重要

な指標です。 

 

住民一人当たり人件費 年度 普通 単体 連結 

人件費 / 住民人口 

平成24年度 111千円 120千円 125千円 

平成25年度 120千円 129千円 133千円 

 

 

（３）住民一人当たり税収 

 

住民一人当たり税収 年度 普通 単体 連結 

税収 / 住民人口 

平成24年度 138千円 138千円 139千円 

平成25年度 139千円 139千円 140千円 

 

 

 

６ 自律性… 歳入はどれほどの税金で賄われているのか（受益者負担水準） 

 

（１）当事者負担割合… 住民サービスを受ける当事者が、どの程度サービスを

負担しているかをあらわします。 

 

当事者負担割合 年度 普通 単体 連結 

経常収益 / 経常費用 

平成24年度 5.6% 9.9% 17.3% 

平成25年度 5.5% 9.5% 16.8% 



Ⅳ 資料編  




























































